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沿革
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年月 事業の変遷

2015年９月 東京都目黒区に株式会社ＩＮＦＯＲＩＣＨ（当社）を設立

2015年９月
SNSマーケティング連動型プリンターサービスのFOTOfwd
事業を開始

2016年10月 FOTOfwd事業をPICSPOT事業にサービス名変更

2018年４月
Cha Cha Station (Global) Holdings Limited（現 INFORICH 
ASIA HOLDINGS LIMITED）と事業提携（注）

モバイルバッテリーシェアリングサービスのChargeSPOT事
業を開始

2018年５月
防犯カメラ機能付きデジタルサイネージサービスの
LiftSPOT事業を開始

東京都渋谷区に本社を移転

2019年３月
当社がINFORICH ASIA HOLDINGS LIMITED（現連結子会
社）を子会社化

2019年３月
ChargeSPOT事業へのリソースの集中を目的として
LiftSPOT事業を売却

2022年１月
ChargeSPOT事業へのリソースの集中を目的として
PICSPOT事業を廃止

2022年２月
法人向けの販売網及び売上の拡大を目的として、
東京都渋谷区に株式会社ＣＨＡＲＧＥＳＰＯＴ ＭＡＲＫＥ
ＴＩＮＧ（現連結子会社）を設立

INFORICHの成り立ち

※１ 月に１回以上ChargeSPOTを利用したユニークユーザー数
※２ フランチャイズにより展開しております。
※３ うち3,515台は、フランチャイズにより展開しております。

当社は、当社代表取締役社長兼ＣＥＯの秋山広宣によりSNSマーケティング連動型プリ
ンターサービスの運営を目的として2015年９月に設立されました。その後、秋山は、
シェアリングサービス先進国である中国において、人々が街中に点在する自動販売機の
ようなバッテリースタンドからスマートフォンのモバイルバッテリーをレンタルし、使
用後は身近のバッテリースタンドに手軽に返却している光景を目の当たりにしました。
そこで、所有から共有へ変化している世界の潮流が日本でも同様に存在すると考え、同
サービスの日本への導入を目的として2018年４月に香港でモバイルバッテリーシェアリ
ングサービスを展開するCha Cha Station (Global) Holdings Limited（現 INFORICH 
ASIA HOLDINGS LIMITED）と業務提携することとしました。

「ChargeSPOT」は「どこでも借りられて、どこでも返せる」をコンセプトに展開する
スマートフォンのモバイルバッテリーシェアリングサービスであります。ChargeSPOT
事業は、2018年４月のサービス開始から順調に成長しており、2022年９月現在、国内の
バッテリースタンド設置台数は35,352台、月間レンタル回数892.5千回、月間アクティブ
ユーザー数※１478.3千人、累計アプリダウンロード数4,234千回となりました。海外では、
香港3,280台、台湾6,697台※２、中国本土4,099台※３、タイ546台※２を展開しており、今
後も各ローカルのヒト、モノ、コトにユニークな可能性を見い出し、カルチャーやビジ
ネスの垣根を越えて展開できるような存在に進化させることで、世界をブリッジしてま
いります。
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設置台数とレンタル稼働率の推移

ChargeSPOTバッテリースタンド設置台数
(累計·日本) バッテリースタンド当りのレンタル稼働率（日本)

2022年9月末時点：35,352台 2022年9月実績：27.1%

備考：バッテリースタンド数が一時期減少しているのは、コロナ禍の影響による設置先企業
による店舗縮小や廃業が原因。

備考：レンタル稼働率の定義は、1日平均で全流通バッテリー数の内の何%が貸し出されているかで
計算されており、1日当りの総レンタル回数を流通バッテリー総数で除して求められる。
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ChargeSPOTを活用したまちづくり/地域貢献 -SDGsの達成に貢献
SDGs・Society5.0の実現に際してChargeSPOTがどのように地域社会へ貢献・達成できるか目標ごとに集約。

それぞれの持続的な社会の実現に向けた目標に対し、
様々な企業との協業を通じて達成すべく取り組んでまいります。
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安全かつ信頼できる現代的エネルギーへのアクセス
・グリーン電力等の活用によるカーボンニュートラル普及への貢献
・全国で利用可能な利便性 等

雇用創出や地域の文化振興等につながる
持続可能な観光の促進
・アプリ機能
・サイネージを活用したオフライン/オンライン導線の創出による
回遊性向上 等

持続可能で強靱なインフラ
・設置箇所の仕様に合わせたデザイン変更
・設置場所のリアルタッチポイント＝インフラとしてのSPOT
（バッテリー・サイネージ・通信・翻訳機等） 等

包摂的かつ持続可能な都市化
都市部、都市周辺部、農村部の良好なつながりの支援
・携帯電話の補給インフラとして
・回遊性向上による郊外地域の活性化 等

廃棄物の発生防止、再利用、および削減
・シェアリングサービスそのものが生む再利用
・使用済みバッテリーのリサイクル 等

①気候関連災害に対するレジリエンスおよび
適応力の強化
②気候変動に対する脆弱性の軽減
・災害時のバッテリー供給・情報配信 等

公的、官民、市民社会のパートナーシップの奨励推進
・コロナ対策アプリ「Cocoa」などへの支援
・スマートシティプロジェクトへの参画
・ウィルス対策としてのバッテリーの抗菌・抗ウイルス加工化 等
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バッテリー技術が進歩してもスマホの「実際の持ち時間」が
変わらない/減る技術的理由・産業背景

• スマホ自体の電力消費が年々増えている

• 薄型化・デザイン優先

• 経年劣化

• 同じスマホを長く使う傾向

• そもそもバッテリー技術の進歩が遅い

• 通信世代の進化 (3G→4G→5G)
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スマホ充電の必要性
スマホの平均充電持ち時間：

14時間37分 (日本)·半数以上がバッテリー残量が40％を切る前に充電の必要性を認識

Q：あなたのスマホは1回の充電で
どのくらい持ちますか？

Q：バッテリー残量が何パーセントになったら
充電の必要性を感じますか？

出所：dentsu 「モバイルバッテリーに関する調査」
（2019年12月実施調査（日本）、調査対象者：スマートフォン所有者500人）

出所：SoftBank SELECTION「スマートフォンユーザーの電池の持ち·充電に関する意識·実態調査」
（2013年8月調査、調査対象人数800人）における、「バッテリー残量について、

「不安を感じ始める」と思う残量」に係る調査結果
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業績について

連結損益計算書 連結貸借対照表 連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：百万円） 2020/12期 2021/12期
2022/12期
(予想)

売上高
年率成長率

562 1,645
192.8%

4,007
143.5%

売上総利益
売上総利益率

75
13.3%

844
51.3%

非開示
N/A

EBITDA 
EBITDAマージン

（%）

-1,580
-281.1%

-1,631
-99.1%

非開示
N/A

営業損失
営業利益率（%）

-1,728
-307.5%

-1,938
-117.8%

-1,846
-46.1%

当期純損失
当期純利益率（%）

-1,933
-344.0%

-2,210
-134.3%

-2,002
-50.0%

EBITDA = 営業損失 + 減価償却費

(*1)

(*1)

（単位：百万円） 2020/12期 2021/12期

現金及び現金同等物 1,859 3,249

流動資産合計 2,495 4,036

工具、器具及び備品 126 599

リース資産 626 513

建設仮勘定 264 490

固定資産合計 1,070 1,658

資産合計 3,564 5,694

短期借入金 409 200

短期リース債務 313 424

未払金 215 350

前受金 177 316

流動負債合計 1,260 1,437

長期リース債務 560 514

負債合計 1,904 2,018

純資産合計 1,661 3,675

負債純資産合計 3,564 5,694

(*2)

(*2)

減価償却累計額控除後の純額(*2)

（単位：百万円） 2020/12期 2021/12期

営業活動によるキャッシュ・フロー -1,341 -1,519

投資活動によるキャッシュ・フロー -1,132 -725

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,261 4,030

現金及び現金同等物の増減額 782 1,819

現金及び現金同等物の期首残高 404 1,186

現金及び現金同等物の期末残高 1,186 3,004
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事業のリスク

スマホ内蔵バッテリー
の技術革新に関わる事項

リスクターム：中長期
顕在化可能性：低

競争環境に関わる事項

リスクターム：中長期
顕在化可能性：低

感染症に関わる事項

リスクターム：短/中/長期
顕在化可能性：中

バッテリーの進化による持ち時間長期間化
ChargeSPOTビジネスを牽引するニーズがスマホの電池消耗にある以上、将来発売されるスマホの内蔵バッ
テリーの「持ち時間」は当社の事業に少なくない影響を与えます。仮に、二次電池における急速な技術革新
により、いかなる旺盛 重度なスマホ利用にもかかわらず、数日間に亘って一切追加充電を必要としないバッ
テリーを内蔵したスマホが広く普及する事態となった場合には、当然のことながら当社のシェアバッテリー
事業に悪影響が及ぶことが考えられます。

バッテリーの進化は端末の進化とともに変化し、
また性能拡充には時間を要する
実際問題としてリチウムイオン電池の技術革新は、まだ完全に出尽くした状態とは言えないものの、大宗において
負極材料の改良に改善余地を残す程度で、これまでとは桁違いなイノベーション局面を迎えると考えている専門家
はあまり居ないのが実情です。一方、リチウムイオン分野以外の電池技術には、起電力(陽極 負極間の電位差)、サ
イクル特性(耐久性)、エネルギー密度(省スペース性)、大気中での物質安定性(安全性)、量産性(価格)等の関係で、
ドローンやEVといった産業分野には有望でも、スマホ向けには利用がほぼ不可能、もしくは可能性があっても本
格採用までに幾多ものハードルを残しているものが多く、少なくとも2030年までにスマホ内蔵バッテリーとして
リチウムイオン系以外の電池技術が採用されると考えている専門家も非常に少ないのが現状です。方や、スマホそ
のものに目を転じますと、4Gから5Gへの世代シフト(高容量伝送や使用周波数帯の高バンド化)や半導体 ディスプ
レイの高度化によるこれまでになかったアプリ機能等の追加で、移動機自体の駆動に必要とされる消費電力はます
ます増加することが予想されており、今後予定されている程度のバッテリー技術の革新では、その必要電力の増加
すら賄えないのではないかとの懸念も出てきています。以上、総合して、スマホ内蔵バッテリー技術が当社事業に
おいて持つ一般的なリスクを十分認識しつつも、実際には、充電頻度を含めた我々のスマホ生活が、産業潮流とし
てはどちらかというと当社のレゾンデートルを引き上げる方向に進む可能性もあるものと分析しております。

競合の成長による競争の激化
当社グループの展開するモバイルバッテリーシェアリングサービスは規制業種ではなく、また、モバイル
バッテリーやバッテリースタンドの製造はOEMが可能なため、同サービスへの参画企業の増加による競合激
化リスクが存在します。モバイルバッテリーシェアリングサービスのマーケットシェアは、国内における
バッテリースタンド設置台数の約8割※を占めており、収益基盤は安定していると考えております。当社グ
ループは、今後もバッテリースタンド数及びユーザー数拡大に向けて種々の施策を講じていく計画ですが、
競合環境の激化によりこれらの計画が想定どおり進行しない場合、当社グループの財政状態及び経営成績に
影響を及ぼす可能性があります。
＊2022年７月末時点の当社グループの設置台数と競合他社が公表している台数を基に当社で算出

人流制限等による外出抑制
当社グループが提供するサービスは、ヒトの移動に深く連動しており影響を受けます。感染症拡大に伴い政
府による緊急事態宣言等が発令された場合、外出自粛や飲食店 サービス業の運営自粛により人流が抑制され、
当社グループの事業に影響を及ぼす可能性があります。当社グループにおいては、コンビニエンスストア等
の外出制限時にも往訪頻度が高い場所へバッテリースタンドの設置を進めることで当該リスクの低減を図っ
ておりますが、当該リスクの発生によって、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性が
あります。

設置面数の拡充と担保
当社グループの展開するモバイルバッテリーシェアリングサービスにおいて最も重要なことは、設置先の確保
です。これを念頭に、当社はこれまで積極的に人流が集中する全国ナショナルブランドの商業施設や鉄道主要
駅等に筐体設置を進めるとともに、ほとんどの設置先と競合製品を置かないことについても合意することで先
行設置の優位の担保にも努めて参りました。もとより、シェアリング事業に顕著な規模の経済の結果として、
日を追って、マーケットリーダーの好循環、低シェア事業者の悪循環が進む傾向が強く、サービスが一定以上
の認知度に達してからでは、新規参入によるシェア奪還の難易度は加速度的に増します。当社としては、慢心
することなく、引き続き同業他社の動静に十分留意しつつ、自社サービスの向上に粛々と取り組んでいく所存
です。

抗菌、抗ウィルス等による可能な対応の継続実施
当該事業リスクは、当社の一存や企業努力で対応し得る性質のものではないため、明確な対応策といえるもの
が例示しづらいところです。ただ、これまでのコロナ禍対策の一貫としまして、当社のバッテリーを全て「抗
菌」及び「抗ウィルス」仕様とすることで、感染症下においてもスマホ充電を必要とされますエッセンシャル
ワーカーなどが安心してサービスを利用して頂けるよう努めるなど、レンタル事業の受ける影響を少しでも減
らす対策を採ってきました。今後ともできる限りの対策を打っていけるよう、感染症時における市場ニーズの
的確な把握に努めて参ります。

主要なリスク 対応策

備考：成長の実現や事業計画の遂行に重要な影響を与える可能性があると認識する主要なリスクを記載しております。その他のリスクについては、有価証券届出書の「事業等のリスク」に記載しております。

36









©Copyright INFORICH INC. 2022

主要設置先（一部抜粋）
小売流通、交通機関、キャリア、自治体等、生活に欠かせない場所で35,000台の設置
コンビニ セフン゙-イレフン゙、ファミリーマート、LAWSON 等

鉄道 東京メトロ、東急電鉄、JR東海、都営地下鉄、京王電鉄、大阪メトロ等

空港 羽田空港、関西国際空港、中部国際空港等

カラオケ カラオケ館、カラオケの鉄人、JOYSOUND、ヒッ゙クエ゙コー等

キャリアショップ docomo、Softbank、au、楽天モハイ゙ル 等

カフェ タリースゴーヒー、カフェ・ト・゙クリエ、上島珈琲、WIRED CAFE 等

ドラッグストア スキ薬゙局、コクミントラ゙ック、゙クリエイトエス・ティ゙ー、ツルハトラ゙ック 等゙

家電量販店 ヤマタデン゙キ、ヒッ゙クカメラ、エティ゙オン、Laox 等

商業施設 三越伊勢丹、DAIMARU、イオン、三井アウトレットハー゚ク、六本木ヒルス、゙マルイ等

テーマパーク ユニハー゙サル・スタシオ゙・シャ゙ハン゚、富士急ハイラント、゙キッサニ゙ア、サンリオヒュ゚ーロラント 等゙

自治体管理施設 渋谷区、福岡市、神戸市、山梨県、熱海市等

その他 Francfranc、TSUTAYA、郵便局、アハポテル、東京国立博物館、ラウントヷン、明治神宮球場等
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